
令和５年 11月 28日 

地方独立行政法人神奈川県立病院機構任期付職員に関する就業規則の一部改正 新旧対照表（案）                                      本部事務局人事部 

第 29号議案 

新 旧 改正理由等 

（給与に関する特例） 

第 10条 特定任期付職員には、次の給料表を適用する。 

特定任期付職員給料表 

号給 給料月額(円) 

１ 380,000 

２ 427,000 

３ 477,000 

４ 539,000 

５ 615,000 

６ 718,000 

７ 839,000 

（略） 

 

第 11 条 第５条の規定により採用された職員には、医師免許取得後の年数

に応じ、次に掲げる給料月額、地域手当及び初任給調整手当を支給する。 

                             単位：円 

医師免許取得後 給料月額 地域手当 初任給調整手当 

３年未満 331,300 40,385 216,000 

４年未満 345,000 42,055 216,000 

５年未満 368,700 44,944 216,000 

６年未満 379,100 46,212 216,000 

７年未満 391,800 47,760 216,000 

８年未満 401,900 48,991 216,000 

９年未満 408,800 49,832 216,000 

10 年未満(10 年以上) 417,200 50,856 216,000 

 

第 11条の２ 第５条の３の規定により採用された職員には、初期臨床研修

を受けた期間の年数に応じ、次に掲げる給料月額及び地域手当を支給す

る。 

単位：円 

初期臨床研修を受けた期間 給料月額 地域手当 

１年未満 302,200 36,838 

２年未満 317,200 38,666 

 

（給与規程の準用等） 

第 12条 特定任期付職員は、第 10条に定めるもの以外に関しては、地方独

立行政法人神奈川県立病院機構職員の給与に関する規程（以下「給与規程」

という。）及び地方独立行政法人神奈川県立病院機構職員退職手当支給規

（給与に関する特例） 

第 10条 特定任期付職員には、次の給料表を適用する。 

特定任期付職員給料表 

号給 給料月額(円) 

１ 376,000 

２ 422,000 

３ 472,300 

４ 533,300 

５ 608,300 

６ 710,300 

７ 830,300 

（略） 

 

第 11 条 第５条の規定により採用された職員には、医師免許取得後の年数

に応じ、次に掲げる給料月額、地域手当及び初任給調整手当を支給する。 

                             単位：円 

医師免許取得後 給料月額 地域手当 初任給調整手当 

３年未満 323,400 39,099 216,000 

４年未満 337,300 40,779 216,000 

５年未満 361,100 43,656 216,000 

６年未満 372,100 44,986 216,000 

７年未満 385,600 46,619 216,000 

８年未満 396,100 47,888 216,000 

９年未満 403,800 48,819 216,000 

10 年未満(10 年以上) 412,900 49,919 216,000 

 

第 11条の２ 第５条の３の規定により採用された職員には、初期臨床研修

を受けた期間の年数に応じ、次に掲げる給料月額及び地域手当を支給す

る。 

単位：円 

初期臨床研修を受けた期間 給料月額 地域手当 

１年未満 294,000 35,544 

２年未満 309,300 37,394 

 

（給与規程の準用等） 

第 12条 特定任期付職員は、第 10条に定めるもの以外に関しては、地方独

立行政法人神奈川県立病院機構職員の給与に関する規程（以下「給与規程」

という。）及び地方独立行政法人神奈川県立病院機構職員退職手当支給規
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新 旧 改正理由等 

程（以下「退職手当規程」という。）を準用する。ただし、特定任期付職

員についての給与規程第 26 条第２項の規定の準用に関しては、同条同項

中６月に支給する場合においては「100 分の 120」とあるのは「100 分の

165」、12月に支給する場合においては「100分の 125」とあるのは「100

分の 175」とする。 

（略） 

 

 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この規則は令和５年 12月１日から施行する。ただし、第 10条第１項、

第 11条及び第 11条の２の規定は、令和５年４月１日から適用する。 

（給与の内払） 

２ 改正前の任期付職員に関する就業規則に基づいて支給された給与は、改

正後の任期付職員に関する就業規則による給与の内払とみなす。 
 

 

 

程（以下「退職手当規程」という。）を準用する。ただし、特定任期付職

員についての給与規程第 26 条第２項の規定の準用に関しては、同条同項

中「100分の 120」とあるのは「100分の 165」とする。 

 

 

（略） 

 
 

 

 


